
簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示

(建築のためのサービスその他の技術的サービス（建築工事を除く）)

次のとおり技術提案書の提出を招請します。

平成２９年５月１０日

分任支出負担行為担当官

酒田港湾事務所長 上原 修二

１．業務概要

（１）業務名 酒田港港内静穏度外検討業務（電子入札対象案件）

（２）業務内容

本業務は、酒田港防波堤配置案を作成し、港内静穏度の検討を行い、概略断面を選定す

る業務である。

主な業務は、以下のとおりである。

・港内静穏度検討

・防波堤の概略断面の選定

（３）履行期間

契約締結日から平成２９年１２月２０日までとする。

（４）本業務は、資料の提出、入札等を電子入札システムにより行う対象業務である。ただ

し、電子入札システムによりがたい者は、発注者の承諾を得た場合に限り紙入札方式に

代えることができる。

２．参加資格要件

技術提案書の提出者は、（１）に掲げる資格を満たしている単体企業又は（２）に掲げる

資格を満たしている設計共同体であること。

（１）単体企業

１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該

当しない者であること。

２）東北地方整備局（港湾空港関係）における平成２９・３０年度建設コンサルタント

等業務に係る一般競争（指名競争）参加資格Ａ等級の決定を受けていること。当該資

格の決定を受けていない者も参加表明書を提出することができるが、その者が技術提

案書の提出者として選定された場合であっても、技術提案書を提出するためには、技

術提案書の提出の時において、当該資格の決定を受けていなければならない。

３）会社更生法に基づき更生手続きの申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続き開始の申立てがなされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定がな

された者を除く。）でないこと。

４）参加表明書の提出期限の日から開札時までの期間に、東北地方整備局から、「地方整



備局(港湾空港関係)所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年３月

３１日港管第９２７号）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。

５）入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

① 資本関係

次のいずれかに該当する二者の場合。

（イ）子会社等（会社法第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。②において

同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定による親会社等をいう。以下同じ。）

の関係にある場合

（ロ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合

② 人的関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、（イ）については、会社等（会

社法施行規則第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下の同じ。）の一方

が再生手続きが存続中の会社等又は更生会社である場合を除く。

（イ）一方の会社の役員（株式会社の取締役（指名委員会等設置会社にあっては執

行役）、持分会社（合名会社、合資会社若しくは合同会社をいう。）の業務を執

行する社員、組合の理事又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）が、他方の

会社等の役員を現に兼ねている場合。

（ロ）一方の会社の役員が、他方の会社等の会社更生法第６７条第１項又は民事再

生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合。

（ハ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

③ その他入札の適正さが阻害されると認められた場合。

組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その

他上記①又は②と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合。

６）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれらに準ずる

ものとして、国土交通省が行う公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続し

ている者でないこと。

（２）設計共同体

上記（１）に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業

務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公示」（平成２９年５

月１０日）付け東北地方整備局副局長）に示すところにより、東北地方整備局副局長から

「酒田港港内静穏度外検討業務」に係る設計共同体として競争参加の資格（以下「設計共

同体としての資格」という。）の認定を受けているものであること。

また、上記に掲げる設計共同体としての資格の認定を受けていない者も参加表明書を提

出することができるが、その者が技術提案書の提出者として選定された場合であっても、

技術提案書を提出するためには、技術提案書の提出の時において、当該資格の決定を受け

ていなければならない。

３．技術提案書の提出者を選定するための基準

（１）参加表明者の経験及び能力

当該部門の建設コンサルタント登録、同種又は類似業務の実績、業務成績、優良業務表



彰の有無、事故及び不誠実な行為の有無

（２）配置予定技術者の経験及び能力

配置予定技術者の資格、同種又は類似業務の実績、業務成績、優秀技術者表彰の有無

（３）当該業務の実施体制（再委託又は技術協力の予定を含む）

４．技術提案書を特定するための評価基準

（１）配置予定技術者の経験及び能力

配置予定技術者の資格、同種又は類似業務の実績、業務成績、優秀技術者表彰の有無

（２）業務実施方針及び実施フロー等

業務の理解度、実施手順の妥当性

（３）特定テーマに対する技術提案

提案内容の的確性、実現性

５．手続等

（１）担当部局

〒９９８－００６１ 山形県酒田市光ヶ丘５－２０－１７

東北地方整備局 酒田港湾事務所 品質管理課 品質管理係

電話 ０２３４－３３－６３１２ ＦＡＸ ０２３４－３５－１２２０

（２）説明書の配付期間、配付場所及び配付方法

配付期間：表－１のとおり入札説明書を入札情報サービス（http://www.pas.ysk.n

ilim.go.jp/）より配付する。ただし、書面による配付を希望する場合

は、あらかじめその旨を上記（１）の担当部局へ申し込みを行った上で、

上記の期間に（１）の担当部局にて無償で配付する。

（３）参加表明書の提出方法、提出場所及び提出期限

提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場

合は、持参により提出、郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限

る）又は託送（書留郵便と同等のものに限る）によること。また返信用

封筒として、宛先を明記の上、簡易書留料金分を加えた所定の料金（３

９２円）に相当する切手を貼って参加表明書と併せて提出すること。

提出場所：持参による場合は、上記（１）に同じ。

提出期限：表－１のとおり。

（４）技術提案書の提出者の選定通知

表－１に示す期限までに、電子入札システムにより通知する。ただし、発注者の承諾を

得た参加者に対しては、書面により通知する。

（５）技術提案書の提出方法、提出場所及び提出期限

提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場

合は、持参により提出すること。なお、郵送・託送又は電送によるもの

は受け付けない。

提出場所：持参による場合は、上記（１）に同じ。

提出期限：表－１のとおり。



（６）ヒアリングの実施時期及び実施場所

実施時期：表－１のとおり。

実施場所：酒田港湾事務所 会議室

６．その他

（１）手続において使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。

（２）契約保証金：免除

（３）参加表明書及び技術提案書の無効

提出書類について、この書面及び様式に示された条件に適合しない場合は無効とするこ

とがある。

（４）手続きにおける交渉の有無：無

（５）契約書作成の要否：要

（６）関連情報を入手するための照会窓口：５．（１）に同じ。

（７）詳細は説明書による。



表－１

説明書及び特記仕様書の配付 平成２９年５月１０日(水)から平成２９年

期間 ６月１３日(火)までの9時00分から16時00分

まで

(土曜日、日曜日及び祝日を除く)

参加表明書の提出期限 平成２９年５月１９日（金）16時00分

技術提案書の提出者の選定通知 平成２９年５月３０日（火）まで

技術提案書の提出期限 平成２９年６月１４日（水）16時00分

ヒアリングの実施時期 平成２９年６月１５日(木)から平成２９年

６月１６日(金)を予定


